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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ｃ：０．１２％（質量％の意味。化学成分について以下同じ）以上０．１８％以下、
Ｓｉ：０．５０％以上０．８０％以下、
Ｍｎ：０．４０％以上０．７０％以下、
Ｐ：０．０１５％以下（０％を含まない）、
Ｓ：０．００５％以下（０％を含まない）、
Ａｌ：０．０４０％以上０．０８０％以下、
Ｃｕ：０．０５％以上０．４０％以下、
Ｎｉ：０．０５％以上０．４０％以下、
Ｃｒ：１．２５％以上１．５０％以下、
Ｍｏ：０．４５％以上０．６５％以下、
Ｎ：０．００３０％以上０．００６０％以下、および
Ｂ：０．０００３％以上０．００１０％以下
を満たし、残部がＦｅおよび不可避不純物であり、
　板厚中央部における組織が、下記（ａ）～（ｄ）の全てを満たし、かつ板厚が９０ｍｍ
以上であることを特徴とする鋼部材。
（ａ）組織が焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトである。
（ｂ）隣接する２つの結晶の方位差が１５°以上の大角粒界で囲まれた結晶粒の平均円相
当径が２０μｍ以下である。
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（ｃ）粒界炭化物の最大径が０．８μｍ以下である。
（ｄ）粒界炭化物の分率が１．０面積％以上である。
【請求項２】
　更に、Ｖ：０．００５％以上０．０３０％以下を含む請求項１に記載の鋼部材。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の鋼部材の製造方法であって、請求項１または２に記載の成分
組成を満たす鋼片を熱間圧延後、焼入れを、加熱温度：９００℃以上９５０℃以下、かつ
該加熱温度での保持時間：６０分以上の条件で行い、その後、溶接および溶接後熱処理（
ＰＷＨＴ）を行うことを特徴とする鋼部材の製造方法。
【請求項４】
　前記焼入れ後、更に６２０℃以上ＡＣ１点以下の温度で焼戻しを行う請求項３に記載の
鋼部材の製造方法。
【請求項５】
　前記ＰＷＨＴは、下記式（１）で表されるＰ値が２０以上となる加熱温度および加熱時
間で行う請求項３または４に記載の鋼部材の製造方法。
　　Ｐ値＝Ｔ×（２０＋ｌｏｇｔ）×１０-3　　　…（１）
　　［式中、Ｔ：加熱温度（Ｋ）、ｔ：加熱時間（ｈｒ）］
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、鋼部材およびその製造方法に関するものである。詳細には、厚鋼板に対し溶
接および溶接後熱処理（ＰＷＨＴ）を施して得られる鋼部材、特には、該ＰＷＨＴが高温
長時間であっても板厚中央部の強度および靭性に優れた鋼部材と、その製造方法に関する
ものである。
【背景技術】
【０００２】
　石油精製をはじめとする化学工業で用いる中・高温圧力容器は、操業の高能率化を目的
に、更なる耐高温高圧化が要求される傾向にある。よって、上記圧力容器等の鋼部材に使
用される鋼板は、厚肉化や高強度化が求められている。また安全性の観点から、上記鋼部
材に対し高レベルの靭性も要求されている。
【０００３】
　これら所望の強度等を得るべく、上記鋼板には、焼ならしや焼入れが施される。しかし
上記鋼板の板厚が厚いと、焼ならしまたは焼入れ時の鋼板内部（特に板厚中央部）の冷却
速度が小さく、所望の強度等が得られにくいといった問題がある。また上記圧力容器等の
鋼部材は、上記鋼板を溶接した後、ひずみ除去のために応力除去焼なまし（溶接後熱処理
：Ｐｏｓｔ　Ｗｅｌｄｉｎｇ　Ｈｅａｔ　Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ、以下「ＰＷＨＴ」という
）が施されて得られる。上記鋼板として板厚の厚いものを用いると、ひずみ除去のために
ＰＷＨＴを長時間とする必要があるが、長時間のＰＷＨＴが施された鋼部材は、靭性等が
低下するといった問題もある。
【０００４】
　これらの問題を解消するため、従来、行われてきた焼ならしを、焼入れに変更して板厚
内部の冷却速度を高めることが考えられる。しかし鋼板の板厚が厚い場合、該手段でも冷
却速度を十分速めることができず、高強度化や高靭性化の要求に対し十分対応しきれない
。
【０００５】
　また、高靭性を確保する方法として、合金元素量を高めることが挙げられる。上記圧力
容器等の鋼部材には、合金元素としてＣｒおよびＭｏを含むＣｒ－Ｍｏ鋼が用いられる。
上記Ｃｒ－Ｍｏ鋼として、例えば２．２５Ｃｒ－１．０Ｍｏ鋼を用いた場合には、靭性の
確保が難しい、厚鋼板の板厚中央部でも良好な靭性が得られることが知られている。しか
し近年は、省資源化やコストダウンの志向が高まっている。よって、上記２．２５Ｃｒ－
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１．０Ｍｏ鋼よりも合金元素量を抑えたＣｒ－Ｍｏ鋼（例えば１．２５Ｃｒ－０．５Ｍｏ
鋼）を用いることを前提に、板厚中央部の強度と靭性に優れた鋼部材を実現することが強
く求められている。
【０００６】
　上記課題に対し、合金元素量を抑えつつ化学成分を適正に調整することによって、高強
度や高靭性を達成する技術が提案されている。例えば特許文献１および２には、靭性確保
の難しい１．２５Ｃｒ－０．５Ｍｏレベルの成分組成の鋼を対象に、低温靭性を改善する
技術が示されている。
【０００７】
　特許文献１には、ＮｂおよびＣａを添加することで、焼入れ性を確保し、かつＳＲ(Ｓ
ｔｒｅｓｓ　Ｒｅｌｅｉｆ、応力除去焼鈍)時の特性低下の抑制を図った技術が示されて
いる。しかしこの技術を、造塊法での鋳造が主となる極厚材に適用すると、前記Ｃａが粗
大な介在物を形成し、靭性に悪影響を及ぼす懸念がある。よって、板厚のより大きな鋼部
材の板厚中央部の靭性を、安定して確保することは難しいと思われる。
【０００８】
　また特許文献２には、製造工程において、焼入れ前に制御圧延、または、制御圧延＋加
速冷却を施すことにより、オーステナイト粒径を微細化し、低温靭性を確保した技術が示
されている。しかしこの技術では、１００ｍｍを超えるような極厚材を製造する場合、上
記制御圧延は、圧延ラインの生産性を著しく低下させるため、実用的とは言い難い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特許第２７４３７６５号公報
【特許文献２】特開２０００－３４５２８１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は上記の様な事情に着目してなされたものであって、その目的は、厚鋼板を用い
て得られる鋼部材であって、該鋼部材の製造工程において、溶接後のＰＷＨＴを長時間（
特には高温長時間）とした場合にも、鋼材内部（板厚中央部）が高強度かつ高靭性である
鋼部材と、その製造方法を確立することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決し得た本発明の鋼部材は、
Ｃ：０．１２％（質量％の意味。化学成分について以下同じ）以上０．１８％以下、
Ｓｉ：０．５０％以上０．８０％以下、
Ｍｎ：０．４０％以上０．７０％以下、
Ｐ：０．０１５％以下（０％を含まない）、
Ｓ：０．００５％以下（０％を含まない）、
Ａｌ：０．０４０％以上０．０８０％以下、
Ｃｕ：０．０５％以上０．４０％以下、
Ｎｉ：０．０５％以上０．４０％以下、
Ｃｒ：１．２５％以上１．５０％以下、
Ｍｏ：０．４５％以上０．６５％以下、
Ｎ：０．００３０％以上０．００６０％以下、および
Ｂ：０．０００３％以上０．００１０％以下
を満たし、残部がＦｅおよび不可避不純物であり、
　板厚中央部における組織が、下記（ａ）～（ｄ）の全てを満たすところに特徴を有する
。
（ａ）組織が焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトである。
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（ｂ）隣接する２つの結晶の方位差が１５°以上の大角粒界で囲まれた結晶粒の平均円相
当径が２０μｍ以下である。
（ｃ）粒界炭化物の最大径が０．８μｍ以下である。
（ｄ）粒界炭化物の分率が１．０面積％以上である。
【００１２】
　上記鋼部材は、更に、Ｖを０．００５％以上０．０３０％以下含んでいてもよい。
【００１３】
　本発明は、前記鋼部材の製造方法も含むものである。該製造方法は、前記成分組成を満
たす鋼片を熱間圧延後、焼入れを、加熱温度：９００℃以上９５０℃以下、かつ該加熱温
度での保持時間：６０分以上の条件で行い、その後、溶接および溶接後熱処理（ＰＷＨＴ
）を行うところに特徴を有する。
【００１４】
　前記焼入れ後、更に６２０℃以上ＡＣ１点以下の温度で焼戻しを行ってもよい。
【００１５】
　前記ＰＷＨＴを、下記式（１）で表されるＰ値が２０以上となる加熱温度および加熱時
間で行う場合であっても、優れた特性を示す鋼部材を得ることができる。
　　Ｐ値＝Ｔ×（２０＋ｌｏｇｔ）×１０-3　　　…（１）
　　［式中、Ｔ：加熱温度（Ｋ）、ｔ：加熱時間（ｈｒ）］
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、厚鋼板を用いて得られる鋼部材であって、該鋼部材の製造工程におい
て、溶接後のＰＷＨＴを長時間（特には高温長時間）とした場合にも、鋼材内部（板厚中
央部）が高強度かつ高靭性である鋼部材が得られる。よって、厚鋼板を用い、高温長時間
のＰＷＨＴが施されても高強度かつ高靭性を示す中・高温圧力容器等を提供することがで
きる。
【００１７】
　更に、本発明の鋼部材は、合金元素量が抑えられているため、省資源化かつコストダウ
ンに寄与する。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明者は、合金元素量が、前記２．２５Ｃｒ－１．０Ｍｏ鋼よりも抑えられたＣｒ－
Ｍｏ鋼（例えば１．２５Ｃｒ－０．５Ｍｏレベルの鋼）からなり、かつ板厚が９０ｍｍ以
上の厚鋼板（以下、単に「鋼板」ということがある）を用いることを前提に、該厚鋼板に
対し、特に長時間のＰＷＨＴを施した場合であっても、板厚中央部の靭性（低温靭性）と
強度に優れた鋼部材を得るべく、鋭意研究を重ねた。
【００１９】
　その結果、鋼部材の板厚中央部の高靭性を確保するには、特に、
・微細な組織とする。詳細には（ａ）焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイト
とすると共に、（ｂ）隣接する２つの結晶の方位差が１５°以上の大角粒界で囲まれた結
晶粒の平均円相当径（以下、単に「大角粒界サイズ」ということがある）を２０μｍ以下
とする；
・粗大化しやすく破壊の起点となりやすい粒界炭化物の微細化を図る。詳細には（ｃ）粒
界炭化物の最大径を０．８μｍ以下とする；および
・焼戻し脆化感受性の抑制（以下、「焼戻し脆化の抑制」「粒界破壊（粒界割れ）の抑制
」ともいう）を図る。詳細には、後述する成分組成を満たすようにする；
ことが有効であることを見出した。
【００２０】
　また、鋼部材の板厚中央部の高強度を確保するには、特に、
・微細な組織とする。詳細には（ａ）焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイト
とする；と共に、
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・粒界炭化物の分率を制御する。詳細には（ｄ）粒界炭化物の分率を１．０面積％以上と
する；
ことが有効であることを見出した。
【００２１】
　以下では、本発明の鋼部材の、板厚中央部の組織（ミクロ組織）に関する上記（ａ）～
（ｄ）についてまず説明する。
【００２２】
　尚、以下の説明では、「板厚中央部の組織」を、単に「組織」という。また、下記に示
す特性、即ち、強度、靭性（低温靭性）は、鋼部材（即ち、厚鋼板に対して溶接およびＰ
ＷＨＴを施した後）の少なくとも板厚中央部の各特性をいうものとする。
【００２３】
　［（ａ）組織が焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトからなり、かつ（ｂ
）隣接する２つの結晶の方位差（結晶方位差）が１５°以上の大角粒界で囲まれた結晶粒
の平均円相当径が２０μｍ以下］
　上記焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトは、微細な組織であり、特に極
厚材の板厚中央部の強度および靭性を確保するのに有効な組織である。本発明の鋼部材は
、組織が焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトであり、その他の組織として
ポリゴナルフェライト、残留オーステナイト、パーライト等は実質含まれない。ポリゴナ
ルフェライトが存在する場合、結晶粒サイズの粗大な上部ベイナイト組織が主体となり、
良好な靭性を確保することができない。
【００２４】
　板厚中央部の組織を、上述の通り、焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイト
とすることで、組織の微細化を図ることができるが、本発明では、組織の確実な微細化に
より所望の靭性を得るべく、板厚中央部の組織（即ち、焼戻ベイナイトおよび／または焼
戻マルテンサイト）の大角粒界サイズを２０μｍ以下とする。
【００２５】
　焼戻ベイナイトと焼戻マルテンサイトの組織の場合、一般的には、隣接する２つの結晶
の方位差（結晶方位差）が１５°以上の、いわゆる大角粒界は、隣接する２つの結晶方位
差が大きいため、脆性破壊の進展が湾曲され、脆性破壊の破面単位が小さくなり、靭性向
上に寄与する。本発明では、一定領域あたりに占める大角粒界を増やして、靭性を十分に
向上させるべく、上記の通り、大角粒界サイズ（上記大角粒界で囲まれた結晶粒の平均円
相当径）を２０μｍ以下とする。該大角粒界サイズは、後述する実施例に示す通り、ＥＢ
ＳＰ（Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｂａｃｋ　Ｓｃａｔｔｅｒｉｎｇ　Ｐａｔｔｅｒｎ）法を用い
て測定できる。該大角粒界サイズは、好ましくは１５μｍ以下、より好ましくは１３μｍ
以下である。大角粒界サイズの下限は、製造上、おおよそ１０μｍ程度となる。
【００２６】
　［（ｃ）粒界炭化物の最大径が０．８μｍ以下、かつ（ｄ）粒界炭化物の分率が１．０
面積％以上］
　本発明の鋼部材は、上述の通り、ＰＷＨＴ（特には長時間のＰＷＨＴ、更には高温長時
間のＰＷＨＴ）を受けたものである。鋼部材を構成するＣｒ－Ｍｏ鋼は、ＰＷＨＴを受け
ると、一般的にＭ２３Ｃ６の粒界炭化物が生成する。このＰＷＨＴの条件が高温、長時間
といった厳しい条件になると、上記粒界炭化物は粗大化して破壊の起点となりやすく、靭
性劣化を招く。本発明では、鋼部材の板厚中央部において、粒界炭化物の最大径を０．８
μｍ以下とすることによって、優れた靭性を確保する。該粒界炭化物の最大径は、好まし
くは０．６μｍ以下、より好ましくは０．５μｍ以下である。尚、上記粒界炭化物の最大
径の下限は、本発明で規定の成分組成および製造条件の範囲内において、おおよそ０．２
μｍ程度である。
【００２７】
　また、粒界炭化物量が少なすぎると、鋼部材の強度確保が困難となる。よって、粒界炭
化物の分率（後述する実施例に示す通り、板厚中央部の全組織に占める粒界炭化物の割合
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）は１．０面積％以上とする。該粒界炭化物の分率は、好ましくは２．０面積％以上であ
る。尚、粒界炭化物の分率は、Ｃ量の増加に伴い増加するが、Ｃ量が増加すると炭化物が
粗大になり、靭性の低下を招きやすい。よって靭性確保の観点から、下記に示す通りＣ量
上限を規定しており、該Ｃ量の範囲内において、粒界炭化物の分率の上限は５．０面積％
程度となる。
【００２８】
　本発明では、板厚中央部の組織を上記の通り制御する必要があるが、その他の部位（例
えば板厚表層部等）の組織については特に限定されない。なお、板厚中央部より表層側の
部分は、板厚中央部よりも一般的に焼入れ時の冷却速度が大きいので、板厚中央部よりも
微細な組織が得られやすく、強度、靭性ともに板厚中央部よりも良くなる傾向にある。
【００２９】
　板厚中央部において、上記（ａ）および（ｂ）の微細な組織を得るには、化学成分とし
て特に、Ｂを所定量含有させ、フリーＢ（固溶Ｂ）として存在させることによって焼入れ
性を高めることが必要であり、そのためには、フリーＢを確保すべく、Ｂと結合してＢＮ
を形成しやすいＮを、Ａｌを適正量添加してＡｌＮとして固定する（このＡｌＮは、焼入
れ時に旧オーステナイト（γ）粒の粗大化を抑制して、微細な組織を得るために有用であ
る。）ことが重要である。更に製造条件として、後に詳述する通り、焼入れ時の加熱温度
および加熱保持時間を適正に制御することが重要である。
【００３０】
　また上記（ｃ）および（ｄ）のとおりの粒界炭化物のサイズ・分率を達成するには、Ｃ
量やＣｒ量の制御が必要である。
【００３１】
　更に、焼戻し脆化感受性を抑制して靭性を確保するには、Ｓｉ等の含有量の制御が必要
である。
【００３２】
　以下ではまず、これら組織や特性の確保に必要な（化学）成分組成について説明する。
【００３３】
　［Ｃ：０．１２％以上０．１８％以下］
　Ｃは、厚鋼板の焼入れ時に、冷却速度の小さい板厚中央部でも、焼戻ベイナイトおよび
／または焼戻マルテンサイトを得るために必要な元素である。また、粒界炭化物を確保し
て、十分な母材強度を得るためにも必要な元素である。これらの効果を十分発揮させるた
め、Ｃ量を０．１２％以上とする。Ｃ量は、好ましくは０．１３％以上、より好ましくは
０．１５％以上である。しかしＣ量が過剰であると、長時間のＰＷＨＴ後に、粒界炭化物
の粗大化を招き、靭性が劣化する。また、鋼板の溶接時に溶接割れが生じやすくなる。よ
ってＣ量は０．１８％以下とする。Ｃ量は、好ましくは０．１７％以下、より好ましくは
０．１６％以下である。
【００３４】
　［Ｓｉ：０．５０％以上０．８０％以下］
　Ｓｉは、鋼部材の母材強度（即ち、板厚中央部の強度）向上に有効な元素である。また
脱酸材として用いられる元素でもある。これらの効果を発揮させるため、Ｓｉ量は０．５
０％以上とする。Ｓｉ量は、好ましくは０．５５％以上、より好ましくは０．６０％以上
である。しかしながら、Ｓｉ含有量が過剰になると、焼戻し脆化感受性が高まり、靭性が
劣化するので、０．８０％以下とする。Ｓｉ量は、好ましくは０．７５％以下、より好ま
しくは０．７０％以下である。
【００３５】
　［Ｍｎ：０．４０％以上０．７０％以下］
　Ｍｎは、オーステナイトを安定化させ、変態温度を低温化させることで、焼入れ性を向
上させ、微細な組織を得て、その結果、強度と靭性を確保する上で有効な元素である。こ
うした効果を発揮させるため、Ｍｎは０．４０％以上含有させる。Ｍｎ量は、好ましくは
０．４５％以上であり、より好ましくは０．４８％以上である。しかしながらＭｎを過剰
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に含有させると、焼戻し脆化感受性が高まり、靭性が劣化する。よって、Ｍｎ量の上限を
０．７０％とする。Ｍｎ量は、好ましくは０．６５％以下、より好ましくは０．６０％以
下である。
【００３６】
　［Ｐ：０．０１５％以下（０％を含まない）］
　不可避的不純物であるＰは、母材と溶接部の靭性に悪影響を及ぼすとともに、特に鋼部
材の粒界に偏析し、粒界割れを招き、靭性を劣化させる。これらの不都合を招かないため
、Ｐ量は０．０１５％以下に抑制する。Ｐ量は、好ましくは０．０１０％以下である。
【００３７】
　［Ｓ：０．００５％以下（０％を含まない）］
　Ｓは、ＭｎＳを形成し、鋼板の溶接時に溶接割れを招きやすい元素である。よってＳは
、できるだけ少ない方が好ましく、Ｓ含有量は０．００５％以下、好ましくは０．００３
％以下に抑える。
【００３８】
　［Ａｌ：０．０４０％以上０．０８０％以下］
　Ａｌは、上述の通り、本発明では非常に重要な元素であり、焼入れ時にＮをＡｌＮとし
て固定し、フリーＢによる焼入れ性確保に必要な元素である。また、ＡｌＮは、焼入れ時
の旧γ粒の粗大化を抑制し、微細な組織を得るために有用である。更にＡｌは脱酸に必要
な元素でもある。これらの効果を発揮させるため、Ａｌ量を０．０４０％以上とする。Ａ
ｌ量は、好ましくは０．０４５％以上、より好ましくは０．０５０％以上である。一方、
Ａｌ量が過剰になると、アルミナ系の粗大な介在物が形成されて靭性が低下する。よって
Ａｌ量は０．０８０％以下とする。好ましくは０．０７５％以下であり、より好ましくは
０．０７１％以下である。
【００３９】
　［Ｃｕ：０．０５％以上０．４０％以下、およびＮｉ：０．０５％以上０．４０％以下
］
　ＣｕおよびＮｉは、靭性を大きく損なうことなく、強度を高めるのに有効な元素である
。この効果を十分に発揮させるため、Ｃｕを０．０５％以上（好ましくは０．１０％以上
、より好ましくは０．１１％以上、更に好ましくは０．２０％以上）、かつＮｉを０．０
５％以上（好ましくは０．１０％以上、より好ましくは０．１５％以上、更に好ましくは
０．１６％以上）含有させる。ただし、これらの元素の多量の添加はコストアップを招く
ため、Ｃｕ、Ｎｉそれぞれの含有量の上限は０．４０％以下とする。Ｃｕ量は、より好ま
しくは０．３７％以下、更に好ましくは０．３０％以下である。またＮｉ量は、より好ま
しくは０．３８％以下、更に好ましくは０．３０％以下である。
【００４０】
　［Ｃｒ：１．２５％以上１．５０％以下］
　Ｃｒは、ＰＷＨＴによる炭化物の粗大化を抑制し、鋼部材の靭性を確保するのに有効な
元素である。また、中・高温域における強度の確保、更には耐食性の向上にも有効な元素
である。これらの効果を発揮させるため、Ｃｒを１．２５％以上含有させる。Ｃｒ量は、
好ましくは１．３５％以上、より好ましくは１．３９％以上である。一方、Ｃｒを過剰に
含有させると、焼戻し脆化感受性が高まり、ＰＷＨＴ後に粒界破壊が生じやすく、靭性に
悪影響を及ぼす。また過剰のＣｒは、加工性や溶接性の低下、更には製造コストの上昇を
招く。よって、Ｃｒ量は１．５０％以下とする。Ｃｒ量は、好ましくは１．４５％以下、
より好ましくは１．４０％以下である。
【００４１】
　［Ｍｏ：０．４５％以上０．６５％以下］
　Ｍｏは、焼入れ性を高めるとともに、焼戻し脆化の抑制に有効な元素である。これらの
効果を得るには、Ｍｏを０．４５％以上含有させる必要がある。Ｍｏ量は、好ましくは０
．５０％以上であり、より好ましくは０．５５％以上である。一方、Ｍｏ量が０．６５％
を超えても効果の向上は小さく、製造コストの上昇につながるため、Ｍｏ量の上限は０．
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６５％とする。Ｍｏ量は、好ましくは０．６２％以下、より好ましくは０．６０％以下で
ある。
【００４２】
　［Ｎ：０．００３０％以上０．００６０％以下］
　Ｎは、Ａｌとともに本発明に重要な元素である。ＡｌＮを生成し、焼入れ時にＮを固定
することにより、フリーＢによる焼入れ性向上効果を最大限発揮させることができる。ま
たＡｌＮは、焼入れ時の旧γ粒の粗大化を抑制し、微細な組織を得るために有用である。
Ｎ量が０．００３０％未満であると、ＡｌＮが不足し、旧γ粒が粗大になり、その結果、
微細な組織が得られず靭性が劣化する。よって、Ｎ量は０．００３０％以上とする。好ま
しくは０．００３５％以上、より好ましくは０．００４０％以上である。一方、Ｎ量が０
．００６０％を超えると、ＡｌによるＮ固定効果が得られず、ＢＮが生成してしまい、フ
リーＢによる焼入れ性向上効果が阻害されて、組織が粗大化し、靭性が劣化する。よって
Ｎ量は０．００６０％以下とする。Ｎ量は、好ましくは０．００５５％以下であり、より
好ましくは０．００５０％以下である。
【００４３】
　［Ｂ：０．０００３％以上０．００１０％以下］
　Ｂは、上述した通り、フリーＢ（固溶Ｂ）として存在させることで、焼入れ性を高め、
特に、焼入れ時の冷却速度が遅い厚鋼板の板厚中央部においても、微細な組織を得ること
ができ、その結果、上記板厚中央部においても優れた靭性を確保することができる。この
様な効果を得るには、前述のＡｌおよびＮの含有量と後述する焼入れ条件を制御すること
を前提としても、Ｂは０．０００３％以上必要である。Ｂ量は、好ましくは０．０００５
％以上であり、より好ましくは０．０００７％以上である。一方、Ｂを過度に含有させる
と、かえって焼入れ性が低下する場合や、溶接割れ等を招くことがあるため、Ｂ量の上限
は０．００１０％とする。Ｂ量は、好ましくは０．０００９％以下であり、より好ましく
は０．０００８％以下である。
【００４４】
　本発明鋼材の成分は上記の通りであり、残部は鉄および不可避不純物からなるものであ
る。上記元素に加えて更に、下記に示す通りＶを適量含有させてもよい。
【００４５】
　［Ｖ：０．００５％以上０．０３０％以下］
　Ｖは、炭化物、窒化物を形成して強度向上に寄与するとともに、焼入れ性を高めて微細
な組織を得るのにも有効な元素である。これらの効果を得るには、Ｖ量を０．００５％以
上含有させることが好ましい。より好ましくは０．０１０％以上である。一方、Ｖの過剰
な添加は、コストの上昇を招くため、上限は０．０３０％とすることが好ましい。Ｖ量は
、より好ましくは０．０２８％以下、更に好ましくは０．０２０％以下である。
【００４６】
　次に、本発明の鋼部材の製造方法について説明する。
【００４７】
　上記の成分組成を有する鋼片を、常法により熱間圧延して厚鋼板を得た後、該厚鋼板に
対し、焼入れ（必要に応じて更に焼戻し）を行う。上記厚鋼板の板厚は、９０ｍｍ以上（
更には１００ｍｍ以上、特には１２０ｍｍ以上）である。
【００４８】
　鋼部材の上記（ａ）および（ｂ）で規定の微細な組織を得るには、製造工程において、
該鋼部材に用いられる厚鋼板に対し、下記の条件で焼入れを行う必要がある。
【００４９】
　［焼入れ時の加熱温度：９００～９５０℃、加熱保持時間：６０分以上］
　焼入れ時の加熱温度を９００～９５０℃（特に９００℃以上とすること）、かつ加熱保
持時間を６０分以上とすることによって、旧γ粒をある程度成長させることができ、その
結果、焼入れ性が向上し、微細な組織を得ることができる。
【００５０】
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　焼入れ時の加熱温度が９００℃を下回ると、焼入れ時の旧γ粒が微細なままであるため
、厚鋼板の板厚中央部のように冷却速度の遅い部分では、微細な組織が得られず、優れた
靭性を確保することができない。よって、焼入れ時の加熱温度は９００℃以上とする。好
ましくは９１０℃以上である。一方、加熱温度が９５０℃を超えると、ＡｌＮとして固定
していたＮが一部固溶し、Ｂと結合してＢＮとなり、フリーＢによる焼入れ性向上効果が
得られない。その結果、微細な組織が得られず、靭性が劣化する。よって、焼入れ時の加
熱温度は９５０℃以下とする。好ましくは９４０℃以下である。
【００５１】
　また、加熱温度が所定の範囲内にあっても、該加熱温度での保持時間（加熱保持時間）
が６０分より短いと旧γ粒が微細なままであるため、所定量のＢを含んでいても十分な焼
入れ性が得られず、その結果、組織が粗大化して靭性が劣化する。よって加熱保持時間は
６０分以上とする。好ましくは８０分以上である。加熱保持時間の上限は、生産性等の観
点から１５０分程度である。
【００５２】
　尚、上記の通り焼入れ時の条件を制御して、旧γ粒径を５０～１００μｍ程度の範囲内
とすれば、所望の微細な組織が容易に得られるため好ましい。
【００５３】
　前記焼入れに続いて焼戻しを行う場合、焼戻しは、下記の条件で行うことが推奨される
。
【００５４】
　［焼戻し温度：６２０℃以上ＡＣ１点以下］
　前記焼入れでは、板厚によらず表層近傍は冷却速度が大きく、表層の硬さが硬くなりや
すいため、焼入れ後、焼戻しを行うことにより鋼板の曲げ加工等の加工性を向上させるこ
とができる。よって、鋼部材の製造工程において、該鋼板の加工性を向上させる観点から
は、表層の硬さを減じるために焼戻しを行うことが好ましい。焼戻しの条件としては、焼
戻し温度を６２０℃以上ＡＣ１点以下とすることが好ましい。焼戻し温度を６２０℃以上
とすることによって、表層の硬さが十分低減されて、良好な加工性を確保することができ
る。焼戻し温度は、より好ましくは７００℃以上である。一方、焼戻し温度がＡＣ１点を
超えると、組織の一部が逆変態し、その後空冷されるため、ポリゴナルフェライトが混在
するようになり、強度低下を招き、かつ逆変態部は組織が粗いため、靭性低下も招く。よ
って、焼戻し温度の上限はＡＣ１点とすることが好ましい。より好ましくは７５０℃以下
である。
【００５５】
　尚、上記ＡＣ１点は、ＡＣ１点＝７２３－１４×［Ｍｎ］＋２２×［Ｓｉ］－１４．４
×［Ｎｉ］＋２３．３×［Ｃｒ］（但し、［Ｍｎ］，[Ｓｉ]，［Ｎｉ］および［Ｃｒ］は
、夫々Ｍｎ，Ｓｉ，ＮｉおよびＣｒの含有量（質量％）を示す）の式から算出される。
【００５６】
　本発明の鋼部材は、上記焼入れ（更には必要に応じて焼戻し）を行って得られた厚鋼板
に対し、一般的に行われている方法で溶接、更には、上述した通りひずみを除去するため
にＰＷＨＴを施して得られる。ＰＷＨＴの条件として、加熱温度：６００～６９０℃、加
熱時間：５時間～２２時間とすることが挙げられるが、本発明は特に、下記式（１）で示
されるＰ値（Ｈｏｌｌｏｍｏｎ－Ｊａｆｆｅパラメータと呼ばれる値）が２０以上となる
高温長時間の厳しい条件（例えば、温度：６８０℃以上かつ加熱時間２０時間以上の場合
、Ｐ値は２０．３）のＰＷＨＴを施した場合に、本発明の効果が十分に発揮される。
　　Ｐ値＝Ｔ×（２０＋ｌｏｇｔ）×１０－３　　　…（１）
　　［式中、Ｔ：加熱温度（Ｋ）、ｔ：加熱時間（ｈｒ）］
【００５７】
　本発明は、ＰＷＨＴ（特には高温長時間のＰＷＨＴ）後に、板厚中央部の強度および靭
性の確保が難しい厚肉材を対象とするものである。よって、上記厚鋼板を用いて得られる
鋼部材も、板厚が９０ｍｍ以上（更には１００ｍｍ以上、特には１２０ｍｍ以上）のもの
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を対象とする。
【００５８】
　本発明の鋼部材は、例えば石油精製をはじめとする化学工業で用いる中・高温圧力容器
等として用いることができる。
【実施例】
【００５９】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、本発明はもとより下記実施例
によって制限を受けるものではなく、前・後記の趣旨に適合し得る範囲で適当に変更を加
えて実施することも勿論可能であり、それらはいずれも本発明の技術的範囲に包含される
。
【００６０】
　表１に示す（化学）成分組成（残部は鉄および不可避不純物である。表１中の空欄は元
素を添加していないことを示している。）を満たす鋼片に対し、常法により熱間圧延を施
した後、表２に示す条件で焼入れを行い、表２に示す板厚（この板厚は、鋼部材を模擬し
た試験片の板厚でもある）の鋼板を得た。下記表２および表３における鋼Ｎｏ．Ａ１－１
３以外の例では、更に、表２または表３に示す条件で焼戻しを行った。尚、焼入れ時およ
び焼戻し時の加熱温度は、鋼板の板厚中心部の温度であり、熱処理炉の炉内雰囲気温度と
在炉時間から差分法により計算するか、実験炉を用いた場合は同板厚のダミー材に熱電対
を差し込んで実測した温度である。
【００６１】
　更に、溶接後のＰＷＨＴを模擬して、台車型電気炉（大気雰囲気）で、加熱温度：６９
０℃で加熱保持時間：２２時間（現状実施されている条件の中でも著しく厳しい条件。こ
の場合、Ｐ値は２０．６である）の条件で熱処理を行って、鋼部材を模擬した試験片を得
た。室温から上記加熱温度までの昇温速度と、上記加熱温度から室温までの降温速度は、
いずれも５５℃／ｈｒ以下とした。
【００６２】
　尚、鋼部材を製造する際、前記鋼板を溶接してからＰＷＨＴを施すが、該溶接として例
えば多層溶接が実施される後、該溶接は、鋼部材（溶接熱影響部も含む）の特性（特に靭
性）に悪影響を及ぼすことは少ないため、本実施例では、溶接に関する熱処理は施さずに
試験片を作製した。
【００６３】
　上記の様にして得られた試験片を用い、金属組織の評価、引張試験、およびシャルピー
衝撃試験を下記の要領で実施した。また、鋼板の加工性（鋼部材の製造工程で要求されう
る特性）を評価するため、前記ＰＷＨＴ実施前の鋼板を用いて表層硬さの測定を行った。
【００６４】
　［金属組織の観察］
　金属組織の観察は以下のようにして実施した。
（１）圧延方向に平行でかつ鋼板表面に対して垂直な、鋼板表裏面を含む板厚断面を観察
できるよう上記鋼板からサンプルを採取する。
（２）湿式エメリー研磨紙（＃１５０～＃１０００）での研磨、またはそれと同等の機能
を有する研磨方法（ダイヤモンドスラリー等の研磨剤を用いた研磨等）により、観察面の
鏡面仕上を行う。
（３）研磨されたサンプルを、３％ナイタール溶液を用いて腐食し、結晶粒界を現出させ
る。
（４）ｔ（板厚）／２部位において、現出させた組織を４００倍の倍率で写真撮影する（
本実施例では６ｃｍ×８ｃｍの写真として撮影）。次に、撮影した写真にて、旧オーステ
ナイト粒界にポリゴナルフェライトが生成しているものを判別し、黒く塗りつぶす。次に
、前記写真を画像解析装置に取り込む（前記写真の領域は４００倍の場合、１５０μｍ×
２００μｍに相当する）。画像解析装置への取り込みは、いずれの倍率の場合も、領域の
合計が１ｍｍ×１ｍｍ以上となるよう取り込む（即ち、４００倍の場合、上記写真を少な
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くとも３５枚取り込む）。
（５）画像解析装置において、写真毎に黒色の面積率を算出し、全ての写真の平均値をポ
リゴナルフェライト（ＰＦ）分率とし、全体から差し引いたものを焼戻ベイナイトおよび
／または焼戻マルテンサイト（Ｂ＋Ｍ）の分率とする。
【００６５】
　尚、ここでいう焼戻ベイナイトは、上部ベイナイト、下部ベイナイト、ベイニティック
フェライトなどが焼戻された組織をいうが、一般的に焼戻マルテンサイトも含め、これら
の組織を選別することは難しいこと、またＰＷＨＴ後は組織が十分焼き戻されていること
から、ポリゴナルフェライト以外の組織を、焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテン
サイト（Ｂ＋Ｍ）とした。尚、本実施例で使用したいずれの試験片にも、パーライト組織
は含まれていないことも確認した。
【００６６】
　［ＥＢＳＰ法による大角粒界サイズの測定］
　ＥＢＳＰ法を用いて、隣接する２つの結晶の方位差（結晶方位差）が１５°以上の大角
粒界で囲まれた結晶粒の平均円相当径（大角粒界サイズ）を求めた。その測定要領は以下
の通りである。
（１）圧延方向に平行でかつ鋼板表面に対して垂直な、鋼板表裏面を含む板厚断面を、観
察できるよう上記鋼板からサンプルを採取する。
（２）湿式エメリー研磨紙（＃１５０～＃１０００）での研磨、またはそれと同等の機能
を有する研磨方法（ダイヤモンドスラリー等の研磨剤を用いた研磨等）により、観察面の
鏡面仕上を行う。
（３）ＴｅｘＳＥＭ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｉｅｓ社製のＥＢＳＰ装置を使用し、板厚方向
のｔ／２部において測定範囲：２００×２００μｍ、０．５μｍピッチで、結晶方位差が
１５°以上の境界を結晶粒界とし、該結晶粒界で囲まれた結晶粒（大傾角粒）のサイズを
測定した。この時、測定方位の信頼性を示すコンフィデンス・インデックスが０．１より
も小さい測定点は解析対象から除外した。
（４）このようにして求められる大角粒界で囲まれた結晶粒のサイズの平均値を算出して
、本発明における「（焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マルテンサイトの）隣接する２
つの結晶の方位差が１５°以上の大角粒界で囲まれた結晶粒の平均円相当径」とした。尚
、大角粒界で囲まれた結晶粒のサイズが１．０μｍ以下のものについては、測定ノイズと
判断し、平均値計算の対象から除外した。
【００６７】
　［粒界炭化物のサイズと分率の測定］
　粒界炭化物のサイズと分率は下記のとおり測定した。
（１）圧延方向に平行でかつ鋼板表面に対して垂直な、鋼板表裏面を含む板厚断面を観察
できるよう上記鋼板からサンプルを採取する。
（２）湿式エメリー研磨紙（＃１５０～＃１０００）での研磨、またはそれと同等の機能
を有する研磨方法（ダイヤモンドスラリー等の研磨剤を用いた研磨等）により、観察面の
鏡面仕上を行う。
（３）研磨されたサンプルを、３％ナイタール溶液を用いて腐食し、結晶粒界を現出させ
る。
（４）ｔ（板厚）／２部位において、現出させた組織を１０００倍の倍率で写真撮影する
（本実施例では６ｃｍ×８ｃｍの写真として撮影）。次に、前記写真を画像解析装置に取
り込む（前記写真の領域は、１０００倍の場合、６０μｍ×８０μｍに相当する）。画像
解析装置への取り込みは、領域の合計が０．４ｍｍ×０．４ｍｍ以上となるよう取り込む
（即ち、１０００倍の場合は上記写真を少なくとも３５枚取り込む）。
（５）画像解析装置において、写真毎に粒界炭化物のサイズ（短軸長さ）および面積率を
算出し、全ての写真の粒界炭化物サイズの最大値を算出し、かつ該粒界炭化物の面積率の
平均値を粒界炭化物の分率とする。
【００６８】
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　［引張試験（引張特性の評価）］
　ｔ（板厚）／２の部位から圧延直角方向に丸棒引張試験片を採取して、ＡＳＴＭ　Ａ３
７０の要領で引張試験を行い、降伏強度および引張強度を測定した。そして、降伏強度が
３１０ＭＰａ以上、かつ引張強度が５１５ＭＰａ以上のものを、高強度である（引張特性
が優れている）と評価した。
【００６９】
　［シャルピー衝撃試験（衝撃特性の評価）］
　ｔ（板厚）／２の部位から圧延直角方向にフルサイズのＶノッチ試験片を採取して、Ａ
ＳＴＭ　Ａ３７０の要領で試験温度－１０℃にてシャルピー衝撃試験を行い、吸収エネル
ギーを測定した。なお、吸収エネルギーは３本の試験片の平均値を採用した。そして、吸
収エネルギーが１００Ｊ以上のものを、靭性に優れている（衝撃特性が優れている）と評
価した。
【００７０】
　［表層硬さの測定（鋼板の加工性の評価）]
　鋼板の加工性を評価するため、ＰＷＨＴ実施前の鋼板を用い、表面から１ｍｍ深さの位
置にて、ＡＳＴＭ　３７０の要領でブリネル硬さ試験を行った。そして、ＨＢ２５０以下
の場合、加工性に優れる（○）と評価し、ＨＢ２５０超の場合、加工性は通常レベル（△
）と評価した。
【００７１】
　これらの結果を表２および表３に示す。
【００７２】
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【００７３】
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【表２】

【００７４】
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【表３】

【００７５】
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　表１～３から次のことがわかる。即ち、Ａ１－１、Ａ１－２、Ａ１－４、Ａ１－５、Ａ
１－８、Ａ１－９、Ａ１－１１～Ａ１－１３、およびＡ２～Ａ１４の本発明例は、規定の
成分組成を満たす鋼を用い、規定の条件で製造しているため、得られた鋼部材は、規定の
組織を満たしており、鋼部材の板厚が厚いにもかかわらず、板厚中央部において優れた強
度と靭性が得られている。
【００７６】
　尚、Ａ１－１３と、その他の本発明例との対比から、優れた加工性を得るには、規定の
条件で焼戻しを行うのが好ましいことがわかる。
【００７７】
　これに対し、上記以外のＮｏ．は、成分組成・製造条件のいずれかが外れているため、
板厚中央部における引張特性と衝撃特性の少なくともいずれかが劣っている。
【００７８】
　即ち、Ａ１－３は、焼入れ時の加熱保持時間が短すぎるため、旧オーステナイト粒径が
微細なままであり、十分な焼入れ性が得られず、その結果、組織が粗大化して靭性が劣化
した。
【００７９】
　Ａ１－６は、焼戻し温度が高すぎるため、ポリゴナルフェライトが形成され、また組織
の軟化が生じて、強度と靭性のどちらも劣る結果となった。
【００８０】
　Ａ１－７は、焼入れ温度が低すぎるため、焼入れ時の旧γ粒のサイズが微細なままであ
り、その結果、微細な組織が得られず、靭性を確保できなかった。
【００８１】
　Ａ１－１０は、焼入れ温度が高すぎるため、ＡｌＮとして固定していたＮが一部固溶し
、Ｂと結合して、フリーＢによる焼入れ性向上効果が得られず、その結果、微細な組織が
得られず、靭性が劣化した。
【００８２】
　Ｂ１～Ｂ１５は、下記に詳述する通り、成分組成が外れている例である。
【００８３】
　Ｂ１は、Ｃ量が不足しているため、組織として、焼戻ベイナイトおよび／または焼戻マ
ルテンサイトが得られず、かつ粒界炭化物も十分確保できず、強度が不足した。またＢ２
は、Ｃ量が過剰であるため、粗大な粒界炭化物が形成され、靭性が劣化した。
【００８４】
　Ｂ３は、Ｐ量およびＳ量が過剰であるため、粒界割れが生じて、靭性が劣化した。Ｂ４
は、Ｂ量が不足しているため、焼入れ性が十分でなく、その結果、微細な組織が得られず
、靭性が低下した。
【００８５】
　Ｂ５は、Ｃｒ量が不足しているため、粗大な粒界炭化物が形成され、靭性が劣化した。
Ｂ６は、Ａｌ量が不足しているため、焼入れ時に、ＡｌＮによる旧γ粒の粗大化抑制効果
が得られず、微細な組織が得られなかった。その結果、靭性が劣化した。Ｂ７は、Ｃｒ量
が過剰であるため、焼戻し脆化による粒界破壊が生じて、優れた靭性を確保できなかった
。
【００８６】
　Ｂ８は、Ｓｉ量が不足しているため、所望の強度を確保できなかった。Ｂ９は、Ａｌ量
が過剰であるため、粗大な介在物が形成され、靭性が低下した。またＢ１０は、Ｎ量が過
剰であるため、ＡｌによるＮ固定効果が得られず、ＢＮが生成してフリーＢによる焼入れ
性向上効果が阻害され、その結果、組織が粗大化して靭性が劣化した。
【００８７】
　Ｂ１１は、Ｎ量が不足しているため、焼入れ時に、ＡｌＮによる旧γ粒の粗大化抑制効
果が得られず、微細な組織が得られなかった。その結果、靭性が劣化した。
【００８８】
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　Ｂ１２はＳｉ量が過剰であるため、Ｂ１３はＭｎ量が過剰であるため、Ｂ１４はＭｏ量
が不足しているため、また、Ｂ１５はＢ量が過剰であるため、いずれも焼戻し脆化感受性
が高まり、靭性が劣化した。
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